
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人国際活動市民中心

1 事業の成果
令和 4年度は、外国人支援のための受託事業を中心に活動し、在住外国人支援のための事業も継続し

て行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 223,731 】千円)

(2)そ の他の事業  該当なし (事業費の総費用【 】千円)

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

多言語による
相談事業 (1)

在住外国人のため
事業を受託し、多
外国人相談に応
る。

の支援
言語で
じてい

4月 ～

3月
新宿区他 52人

在住外国

人、自治

体等

4万人
194,925

多言語による
相談事業 (2)

在住外国人等のための
法律、こころの相談等
専門家相談会を実施 し
いる。

の
て

4月 ～

3月
千代田区 12人

在住外国

人等
100人 6,163

講師 。通訳派
遣、翻訳事業

在住外国人とのコミュニ
ケーションで困らないよ
うに通訳、翻訳で支援 し
ている。

4月 ～

3月

都内全地

域
25人

東京都内

自治体、

在住外国

人等

30人 619

市民交流
支援事業他

在住外国人のための日本
語指導者育成講座の実
施、及びその教材作成

4月 ～

3月
千代田区

他

20人

日本語ボ

ランティ

ア等

400人 22,022

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)
特定非営利活動法人 国際活動市民中心

単位 :円
金   額 小計 ・合計

1

正会員受取会費
賛助会員受取会費

310,000

110,

受取寄附全

事業関係者等

110,000

3

中央共同募金会 (1)
中央共同募金会 (2)
日本財団

1,793,440

970,000

3,000,000
み ん ワ ー 000

4 284,126,

多言語による相談事業
講師 。通訳等派遣、翻訳事業

5

雑収入 397

1

2

常  費

(1)人件費
給料手当
法定福利費
福利厚生費
謝金

147,909,940

11,423,073

972,542

27,067,716

187.373.271

(2)その他経費
旅費交通費
地代家賃
広告宣伝費
消耗品費
通信運搬費
賃借料

業務委託費
ンステム利用料
雑費 等

8,032,417

1,587,300

4,736,603

1,619,142

5,782,055

454,430

5,687,401

6,072,000

2,386,469

36,357.8i

223 731 08

(1)人件費
役員報酬

給料手当

法定福利費

福利厚生費

謝金

2.400,000

13,412,598

1,914,006

205,342

1,246,396

19,178,342

(2)その他経費
旅費交通費

地代家賃

広告宣伝費

消耗品費

通信運搬費

租税公課

業務委託費

減価償却費

雑費 等

1,444,271

792,000

553,736

299,978

1,675,262

19,547,359

3,921,500

2,276,357

1,206,883

31,717,346

50.895.688

274 626 776

当 期 経 常 増 減 額 A B 16 083 865

C

過年度損益修正益

災害損失

当  期 常 外 」 C D

16.083.

39.493.741

43.008.`

|           |
1         261,780.2221

1     1,354,0381



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

金   額 小計 。合計

1

現金預金

未収金

前払費用

2

(1)
車両運搬具

什器備品

2

ソフ トウェア

借地権

(3) その他の

敷金

長期貸付金

42,963,870

36,827,301

79,791,171

144,650

144,650

122,867

122,867

267.517

【A】 資 産 合 計 ①+②

B-1 の

1

未払金

未払費用

前受金

預り金

未払法人税等

未払消費税等

2

長期借入金

退職給付引当金

80,058,6

344,234

18,951,204

1,157,797

1,201,547

6,284,600

9,110,900

37,050,282

37,050,282

B-2 正 の

正 33,209,141

9,799,265

43.008,406

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 80,058,688

特定非営利活動法人 国際活動市民中心



6 28

令和 4年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人国際活動市民中心

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 2日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会 )
によっています。
い)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

.2)固
定資産の減価償却の方法

有形固定資産
パソコン・・・・定率法を採用しています。

無形固定資産

会計ソフト・・・定額法を採用しています。

''引 当金の計上基準

該当なし

・1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

税等の会計処理

税等の会計処理は、税込方式によつています_

2  事業別損益の状況

費

費

利 日
多 ,i語 |こ kる

相談 す|々 .l)
多 ,i語 に kる

相談
.卜
業 .せ ,

「

崚

地

帥

部

遣
市民交流
支援事業他

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金 (会員より)
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料・報酬手当

法定福利費

福利厚生費

謝金

人件費計
つ その他経費

旅費交通費

地代家賃

広告宣伝費

消耗品費

租税公課

通信運搬費

賃借料

業務委託費

減価償却費

システム利用料

雑費 等
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

261,780,222

6,163,440

1,351,038 20,992.544

6,163,440

284,126,804

310,000

110,000

397

310,000

110,000

6,163,440

284,126,804

397

261 780 222 6.163.440 1.354.038 20.992.544 290.290.244 420,397 290,710,641

138,581,885

11,423,073

953,142

14 261.983

2,116,837

3.101.745 256,860

7,211,218

19,400

9.447.128

147,909,940

11,423,073

972,542

27,067,716

15,812,598

1,914,006

205,342

1.246.396

163,722,538

13,337,079

1,177,884

28,314,112

165,220,083 5.218.582 256,860 16.677,746 187,373,271 19,178,342 206,551,613

6,788,384

1,587,300

4,536,654

1,391,277

140,200

5,268,640

350,920

2,666,975

6,072,000

903.191

180,000

197,785

489,835

26,900

50.338

353,948

8.460

890,085

19,949

30,080

21,000

23,580

76,610

3,020,426

1,263,280

8,032,417

1,587,300

4,736,603

1,619,142

161,200

5,782,055

454,430

5.687,401

0

6,072,000

2,225,269

1,444,271

792,000

553,736

299,978

19,547,359

1,675,262

135,866

3,921,500

2,276,357

0

1.071.01

9,476,688

2.379,300

5,290,339

1,919,120

19,708,559

7,457,317

590,296

9,608,901

2,276,357

6,072,000

3,296,286

29,705,541 944,858 362,408 5,345,010 36,357,817 31,717,346 68,075,163

194.925.624 6.163.440 619,268 22,022,756 223,731,088 50.895.688 274.626.776

66.854,598 734,770 △ 1,030,212 66.559.156 △ 50.475.291 16.083,865



3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

内容 金額 算 定方法

該当なし

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

5.固 定資産の増減内訳

6  借入金の増減内訳 該当なし

7.役 員及びその近親者との取引の内容

科 目
計算書類に計
上された金額

内役員及び近
親者との取引

(活動計算書 )

謝金

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

28,314,112 330,000

28.314.112 330,000

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

特 |こなし

その他の事業 |こ係る資産の状況

特になし

内 期 首残高 当期減少額 期末残高 備 考

中央共同募金会助成金 (1)

中央共同募金会助成金 (2)

日本財団助成金

みんなの外国人ネ外ワーク助成金

合計

1 96. 748

0

0

0

2,749,489

970,000

3,000,000

400,000

1,793,440

970,000

3,000,000

400,000

1, 152. 797

0

0

0

中央共同募金会助成金 (1)の 当期増加額は

2,749,489円 です_

活動計算書に計上した額との差額

1,152,797円 は、前受金として貸借対照表 |こ

負債計上しています。

196.748 7.119、 489 6.163.440 1.152,797

,1目 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累
`;1額
期末帳薄価額

有形固定資産

器具備品

無形固定資産

ソフ トウェア

投資その他の資産

合計

5,033,972

303,380

542,490 5.576,462

303,380

5,431,812

180,513

144.650

122,867

5,337.352 542,490 5_879 842 5 612.325 267.517

当期借 入 当期返済 期 末残 高F十 日 期首残高

合計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録
特定非営利活動法人国際活動市民中心

金 額 小 言十 計

現金顔金

手ブし現金

1菱 U II J銀 行 武蔵境支店 普通預金
i井イ|:友銀行 阿佐 ヶ谷支店 普通 I∫ t金

未 収

多言語による相。′t';=来 (l)
市民交流支援 事業

助成金
.1ヽ

業

前払費‖|

2

1

T:り lク‖|り [‖ lillll
パ ソコン43台

f卜器備品

2

ソフ トウエア

会計 ソフ ト

支払調 ,キ ソフ ト

3

差人保証金

838,628

6.633.952

35,491.290

12,963.870

26,493,176

9,934,125

400,000

36.827.301

111,65()

144 650

61.267

61,600

122.867

122.867

267 517

【A】 資 産 合 計 ①十② 80,058.688

未払金

多言語による相談
.卜
業 (1)

米払費用

未払法人税等

前受金

2023年度分会費

中央共同募金会

預 り金

源泉徴収税
・l:来 嶼 り金

2

長期件入金

退職給付引当金

344,234

18,951.204

344.21,1

18,951,204

6,281,600

9,110,900

15,395.500

5,000

1,152,797

1, 157,797

1.201.5:7

37.050.28

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 37.050.282

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 43.008,406

16501

1.028.0741

173.4731



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 国際 民中心

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 監 事

オオクホ
゛
  カス
゛
オ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日大久保 和夫

2 監事

/,r" atl 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日阿部 裕

3

/´
~｀
ヽ

理ゝ夢ノ。監事
セキ  ソウスケ ′

令
｀
和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日関 聡介

4

/´
~｀
ヽ

ゝ理事ノ監事
オオタ  サナエ 令和 4年 4月 1日

令禾口5年 3月 31日

年   月 日

日年 月太田 早苗

.)
監事
イトウ  スケロウ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日伊東 祐郎

6 監 事

ニイ ドリ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年   月   日

年  月  日新居 みどり

7 監事

シマサ
゛
キ  ユミコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年島崎 弓子

8 監事理 事

ノヤマ  ヒロシ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年野山 広

9 (王冒)監事
ヤマニシ  ユウシ

゛
令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年   月   日

年  月  日山西 優二

10 監事
アオヤキ
゛
  リツコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年   月   日青柳  りつ子



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

生亜壺生整型置塑 盪 _ゝ_旦盤E置塾」型玉」ヒ上

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

11 監事

マンナミ  エリ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年   月    日萬浪 絵里

12

´ ｀
、

、理澤ノ・監事
カメイ  レイコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年亀井 玲子

13

ノ
″ ~｀
ヽ

製堅重ノ監事
オオヌキ  チエコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年   月 日

日年 月大貫 智恵子

14( 監 事

イシツ
｀`
カ  マサヤス 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年石塚 昌保

15

オカ
゛
ワ  コウイチ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年小川 浩一

16

イワタ クミ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日岩田 久美

17 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年   月    日

18 理事 。監事

年 月

月

日

年 日

年   月    日

年   月   日

19 理事・監事

年   月 日

日年 月

年  月  日

年  月  日

20 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年   月 日

日年 月

/´ ヽ
理事ヽ 監多

理事∈E



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 国際活動市民中心

氏    名

1
大久保 和夫

2
黒澤 玉夫

3
加藤 博義

4
山邊真理子

5
伊東 祐郎

6

7
藤田 琢磨

8
新居 みどり

9
野山 広

10
関 聡介

11
河北 祐子

12 高橋 ちさえ

宮坂 義道


